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（検討結果）






（部の考え方）
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・負担金　財政状況を勘案し縮減（20年度▲5.83億円、21年度▲8.76億円）


・貸付金　財政状況を勘案し20％縮減（20年度▲4.89億円、21年度▲6.45億円）








医師等の医療スタッフの確保や医療機器の更新などに支障


①収支の悪化(不良債務解消への影響)、②診療機能の停止や医療崩壊のおそれ





見直しされると

































































２－１．貸付金の概要


医療機器の更新や病院施設の更新のための経費（⑲約22.5億円＋耐震補強工事費など）について、法41条に基づき、設立団体が長期貸付するもの。





１－１．負担金の概要


救急医療の確保などの性質上行政が負担すべき経費や不採算医療の経費について、法85条に基づき設立団体が負担（⑲約140億円）





２－２．貸付金に関するＰＴ案の課題・影響





＜病院経営における設備投資の必要性＞


　○法人化前は起債制限のため必要な設備投資ができず、施設設備や医療機器の老朽化が進展。


　　・医療機器の約8割が耐用年数超過


　　・耐用年数10年以上経過も3割超（取得金額ベース50.9億円）


　○最小限の施設改修や医療機器更新を図るため、中期計画等で毎年22.5億円の投資枠を設定。


　　（不良債務を抱える中では、貸付金による以外に財源を捻出する途なし）


＜ＰＴ案の影響＞











＜建設事業に区分されることへの疑問＞


　○病院経営の収益や安全性確保等のための必要な投資　⇒建設事業と同じ扱いをすべきでない


　○母子Ｃの耐震補強工事は再生重点枠の継続工事　⇒削減の対象外とすべき　





１－２．負担金に関するＰＴ案の課題・影響





＜収支改善に向けた取組み＞


　22年度までの不良債務（65億円）解消が至上命題


法人化初年度で対前年度比医業費用を１6.6億円削減、１7.2億円の収支改善。


　　・ＩＴ化やアウトソーシングによる間接部門のスリム化


　　　（事務職員⑰188名⇒⑱112名（▲７６名）、22年度までにさらに▲５０名削減予定）


　　・ＳＰＤ導入により、医薬品等の調達価格の削減、在庫管理を適正化（⑱▲9.7億円削減）


　　


＜ＰＴ案の影響＞


　○運営費負担金の削減に対応するためには人件費の削減に手をつけざるを得ない。


　⇒医師等の医療スタッフが全国的に不足。他府県ではむしろ処遇改善に努力しているなか、


　　機構において人件費を削減すれば、医療スタッフの確保に大きな支障。





　　





○施設改修や医療機器更新を停滞させ、かえって経営状況を悪化させるおそれ。


○さらには医療機器の老朽化から、安全性や患者への負担面からも大きな懸念





○人件費の削減以上に収入が減少し、かえって経営状況が悪化。不良債務解消が困難に。


○診療科の休診、ひいては医療崩壊も懸念。





１－３．府立５病院の医療スタッフの現状


《５病院の常勤医師の不足が顕在化》


・麻酔科の医師不足により手術件数の減（成人病Ｃ・呼吸器Ｃ）


・19年12月末に消化器内科医師3名が大学に引き揚げたため休診（呼吸器Ｃ）


・17年6月から産科医師の欠員状態が続く（母子Ｃ）


《５病院の看護師の離職率が高止まり》


⇒18年度診療報酬改定で創設された「７：１看護配置」の影響から確保困難に


・離職率の上昇（⑩5.9％→⑰12.1％→⑱10.9％→⑲10.3％）


・欠員解消のため18年度は４回、19年度は19回の採用試験を実施


　





２－３．医療機器更新や施設改修等の例





20年度においても計画に基づき、必要最低限の整備を予定


《医療機器》　


　　高エネルギー放射線治療装置（17年経過）、麻酔用患者監視装置（19年経過）


⇒老朽化・修理不能の機器を更新


《増改築工事》


　　　　高エネルギー放射線治療装置棟新築工事　⇒医療機器の更新に付随


中央監視盤設備更新、無停電装置更新工事、アスベスト工事、浴室トイレ等福祉対策改修


⇒患者の安全性の確保














府立の病院が、公的役割を果たしつつ、高度専門医療を安定的に提供するためには、負担金、貸付金とも一定水準確保する必要あり。


⇒府立病院機構の経営や医療機能への影響を考慮しながら、ていねいに議論。並行して、機構における一層の経営努力は行う。





■貸付金に関する部の考え方


○機構の収支改善を図る上で、現行中期計画ベースの投資は不可欠である。





■負担金に関する部の考え方


○負担金の削減から、医師等の医療スタッフの確保に支障が生じることにより、①かえって収支が悪化し、22年度までの不良債務解消の目標達成に影響しないか、②医療機能の停止や医療崩壊を招かないか、実態を踏まえた対応をお願いしたい。








